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米国特許情報 

出願人による遅延に起因して特許権存続期間を削減するという 

USPTOの権限を制限することが示された最近の CAFC判例 
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１. はじめに 
  

1994年に、USPTOは、特許発行から 17年間の特許権存続期間を特許出願から 20年間に変

更しました。その後、1999 年に、USPTO に起因する審査の遅れによって実質的な特許権存続

期間が短くなるといった課題に対する解決策として PTA（Patent Term Adjustment）が導入

されました。 

 

 この PTA は、USPTO に起因する審査の遅延が生じた場合、その遅延分に相当する日数分だ

け特許権存続期間の調整に加算されます。これに対し、出願人に起因する遅延があった場合、そ

の遅延分が、特許権存続期間の調整から差し引かれます。米国特許法第 154 条(b)は、USPTO

に起因する遅延に対し、一日単位で PTAを計算する旨、規定するものです。 

 

特許権存続期間の計算に際し、出願人による遅延（“applicant delay”）としてプロセキュ

ーションの終結のために相応の努力を払った期間が特定された場合、当該期間に相当する日

数だけ、所定期間内に、特許権の満了日の延長を USPTO に対して求める権利を特許権者は

有しています。 

 

 ここにご紹介する CAFC 判例は、特許権存続期間を削減するという USPTO の権限を制限す

るものです。どのような場合に、特許権存続期間が削減されないですむかということを、本 CAFC

判例から学ぶことができます。 

 

本判例に鑑み、特許権者によっては、追加の特許権存続期間を延長する権利が付与されるべき

特許を所有している可能性がありますので、これを機会に、このような特許の有無をチェックさ

れることをお勧めします。但し、後述するように、特許権存続期間の延長申請には、時間的制限

が付されていることにご留意ください。 



 

２ 

 

 

【全５頁】 

 

 


